
 
 
 
 
 
 
 
  

司法試験・予備試験短答過去問題集 

 民法⑦セレクション  

第 8/9 編 親族・相続  
 

飯田さんの司法試験・予備試験の勉強部屋 
 

・解答ページの右上の問題番号（MN0000）に解説の YouTube

動画のリンクが貼っていますので活用ください。 

・勉強部屋の YouTube のチャンネル登録のご協力をお願いし

ます。 

・データの加工はあくまで個人利用の範囲でお願いします。 

（HP はこちらから） 



 
 
 

H29-31 親族 
Ａ男はＢ女と婚姻したが，Ｂには姉Ｃと妹Ｄがおり，Ｃには配偶者Ｅがいる。その後，Ａは，Ｂ 

の同意を得て，Ｆを養子としたが，その縁組前からＦには子Ｇがいた。この場合に関する次のアか 

らオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合わせたものは，後記１から 

５までのうちどれか。 

  

ア．ＥはＡの親族である。 

イ．ＧはＡの親族ではない。 

ウ．Ｂが死亡した場合，Ａが姻族関係を終了させる意思表示をしない限り，ＡとＣとの親族関係 

は終了しない。 

エ．ＡがＢと離婚した後であっても，ＡはＤと婚姻することができない。 

オ．家庭裁判所は，特別の事情があるときは，Ｄを扶養する義務をＡに負わせることができる。 

  

１．ア イ  ２．ア エ  ３．イ オ  ４．ウ エ  ５．ウ オ 

MN4230 A 



https://youtu.be/WwF9SvcAeAs


 
 
 

H24-31K 婚姻 
ＡとＢの婚姻に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後 

記１から５までのうちどれか。  

  

ア．ＡがＢの父母の養子である場合，Ａ，Ｂ，同人らの親族又は検察官は，ＡとＢの婚姻が近親 

者間の婚姻であることを理由として，その取消しを家庭裁判所に請求することができない。 

イ．ＡとＢは共に２０歳未満で婚姻したが，ＢにはＣとの間の嫡出でない未成年の子Ｄがいる場 

合，Ａは，２０歳に達していなくとも，婚姻により，Ｂとともに，Ｄの親権者となる。 

ウ．Ａが成年被後見人である場合，事理を弁識する能力を一時回復している間は，成年後見人の 

同意を得ればＢと婚姻することができる。 

エ．判例によれば，ＡとＢが，両名間の子Ｃに嫡出である子の身分を得させるための便法として， 

後日離婚することを合意した上で婚姻の届出をしたにすぎず，真に社会観念上夫婦であると認 

められる関係の設定を欲する効果意思がなかった場合には，婚姻の効力は生じない。 

オ．ＡがＢと婚姻した場合，Ａの父母であるＣとＤは，Ｂの兄Ｅと３親等の姻族になる。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ エ  ４．イ オ  ５．ウ オ 

MN4240 A 



４ 

親族の範囲 六親等内の血族、配偶者、三親等内の姻族（民法725条）

※ここでは４親等内の親族を図示。 

（編集／東京都福祉局「成年後見制度及び福祉サービス利用援助事業の利用の手引【改訂版】」より） 

（資料出典：「社会福祉法人設立・運営の手引き」2012年版 東社協刊）
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H24-31K 婚姻 
ＡとＢの婚姻に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後 

記１から５までのうちどれか。  

  

ア．ＡがＢの父母の養子である場合，Ａ，Ｂ，同人らの親族又は検察官は，ＡとＢの婚姻が近親 

者間の婚姻であることを理由として，その取消しを家庭裁判所に請求することができない。 

イ．ＡとＢは共に２０歳未満で婚姻したが，ＢにはＣとの間の嫡出でない未成年の子Ｄがいる場 

合，Ａは，２０歳に達していなくとも，婚姻により，Ｂとともに，Ｄの親権者となる。 

ウ．Ａが成年被後見人である場合，事理を弁識する能力を一時回復している間は，成年後見人の 

同意を得ればＢと婚姻することができる。 

エ．判例によれば，ＡとＢが，両名間の子Ｃに嫡出である子の身分を得させるための便法として， 

後日離婚することを合意した上で婚姻の届出をしたにすぎず，真に社会観念上夫婦であると認 

められる関係の設定を欲する効果意思がなかった場合には，婚姻の効力は生じない。 

オ．ＡがＢと婚姻した場合，Ａの父母であるＣとＤは，Ｂの兄Ｅと３親等の姻族になる。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ エ  ４．イ オ  ５．ウ オ 

MN4240 A 

https://youtu.be/MrPQsAUUg40


 
 
 

R01-30 婚姻 
婚姻に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合わ 

せたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．成年被後見人は，成年後見人の同意がなくても婚姻をすることができる。 

イ．婚姻の届出自体については当事者間に意思の合致があったとしても，それが単に他の目的を 

達するための便法として仮託されたものにすぎないときは，婚姻はその効力を生じない。 

ウ．養親は，養子と離縁した場合には，その者と婚姻することができる。 

エ．女性は，前婚の解消の時に懐胎していなかった場合には，前婚の解消の日から起算して 

１００日以内であっても，再婚をすることができる。 

オ．Ａ男がＢ女を強迫して婚姻を成立させた後に，強迫を理由として婚姻が取り消された場合に 

は，Ｂ女がその婚姻中に懐胎して子が出生したとしても，出生した子は，Ａ男の子とは推定さ 

れない。 

  

１．ア イ  ２．ア オ  ３．イ エ  ４．ウ エ  ５．ウ オ 

MN4250 A 



https://youtu.be/ZBjbG-ZHuMs


 
 
 

R01-31 夫婦 
夫婦に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後記１ 

から５までのうちどれか。 

  

ア．夫婦の一方が他の一方に対して有する債権について，婚姻中に消滅時効が完成することはな 

い。 

イ．夫婦である父母が共同して親権を行う場合において，その一方が子を代理する権限を共同名 

義で行使したときは，それが他の一方の意思に反したときであっても，代理行為の相手方が悪 

意でない限り，そのためにその行為の効力は妨げられない。 

ウ．夫婦の一方について成年後見開始の審判がされた場合，他の一方が成年後見人になる。 

エ．夫婦の一方が強度の精神病にかかり，回復の見込みがない場合であっても，裁判所は，一切 

の事情を考慮して婚姻の継続を相当と認めるときは，他の一方による離婚の請求を棄却するこ 

とができる。 

オ．夫婦の一方が日常の家事に関して第三者と法律行為をした場合は，他の一方は，その第三者 

に対し責任を負わない旨を予告していたときであっても，その法律行為によって生じた債務に 

ついて，連帯してその責任を負う。 

  

１．ア イ  ２．ア エ  ３．イ ウ  ４．ウ オ  ５．エ オ 

MN4260 A 



https://youtu.be/5U9j1Fu5LqI


 
 
 

R01-32 離婚 
父母の離婚に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合 

わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．婚姻中の父母が別居し，子と同居していない親と同居している親との間で，子との面会交流 

について協議が調わない場合であっても，父母の離婚前は，家庭裁判所は，面会交流について 

相当な処分を命ずることはできない。 

イ．父母が協議上の離婚をする際に，その協議により子を監護すべき者を定めたときは，家庭裁 

判所は，その定めを変更することができない。 

ウ．父母の離婚により，子が母と氏を異にすることになった場合，その子が母の氏を称するため 

には，家庭裁判所の許可を得た上で，戸籍法の定めるところにより届け出ることが必要である。 

エ．子の出生前に父母が離婚した場合には，母がその子の親権者となるが，その子が出生した後 

に，父母の協議によって父を親権者と定めることができる。 

オ．父母が離婚した場合において，親権者と定められた母が死亡したときは，生存している父が， 

直ちに親権者となる。 

  

１．ア エ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．イ オ  ５．ウ エ 

MN4310 A 



〇

https://youtu.be/GGMqeT9q1Tw


 
 
 

H27-29K 婚姻解消時の法律関係 
婚姻が解消した場合の法律関係に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合 

わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．婚姻によって氏を改めた者は，婚姻が夫婦の一方の死亡によって解消した場合であるか離婚 

によって解消した場合であるかを問わず，婚姻前の氏に戻るが，法定の期間内に届出をすれば， 

婚姻が解消した際に称していた氏を称することができる。 

イ．婚姻が離婚により終了した場合には，姻族関係は当然に終了するが，婚姻が夫婦の一方の死 

亡により終了した場合には，姻族関係は生存配偶者が姻族関係を終了させる意思を表示したと 

きに限り終了する。 

ウ．婚姻中の夫婦の間に生まれた子が未成年であるときは，協議上の離婚の際に，父母の一方を 

親権者と定めなければならず，この定めについては，家庭裁判所の許可を要しない。 

エ．婚姻が離婚により終了した場合には，配偶者の財産分与請求権が認められ，また，婚姻が夫 

婦の一方の死亡により終了した場合には，生存配偶者の相続権が認められるが，判例によれば， 

配偶者について認められるこれらの権利は，内縁関係にある者についても類推して認められる。 

オ．判例によれば，協議上の離婚をした夫婦の一方は，相手方に対し財産の分与を請求した場合 

には，相手方に対し慰謝料を請求することはできない。 

  

１．ア イ  ２．ア エ  ３．イ ウ  ４．ウ オ  ５．エ オ 

MN4320 A 



https://youtu.be/zoDKPu5Mc94


 
 
 

R01-13Y 財産分与 
財産分与に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み 

合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．離婚に伴う財産分与は，離婚後における一方の当事者の生計の維持を図ることを目的として 

もすることができる。 

イ．離婚に伴う財産分与請求権については，協議又は審判その他の手続によって具体的内容が形 

成されるまでは，これを保全するために債権者代位権を行使することはできない。 

ウ．離婚に伴う財産分与を得た者は，その財産分与が損害賠償の要素を含む趣旨とは解されない 

ときには，別個に不法行為を理由として離婚による慰謝料を請求することを妨げられない。 

エ．離婚に伴う財産分与としてされた財産処分は，詐害行為として取り消されることはない。 

オ．内縁の夫が死亡して内縁関係が解消したときには，内縁の妻は，内縁の夫の相続人に対し， 

財産の分与を請求することができる。 

  

１．ア ウ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．イ エ  ５．エ オ 

MN4330 A 



 
 
 
 

R01-13Y 財産分与 
財産分与に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み 

合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．離婚に伴う財産分与は，離婚後における一方の当事者の生計の維持を図ることを目的として 

もすることができる。 

イ．離婚に伴う財産分与請求権については，協議又は審判その他の手続によって具体的内容が形 

成されるまでは，これを保全するために債権者代位権を行使することはできない。 

ウ．離婚に伴う財産分与を得た者は，その財産分与が損害賠償の要素を含む趣旨とは解されない 

ときには，別個に不法行為を理由として離婚による慰謝料を請求することを妨げられない。 

エ．離婚に伴う財産分与としてされた財産処分は，詐害行為として取り消されることはない。 

オ．内縁の夫が死亡して内縁関係が解消したときには，内縁の妻は，内縁の夫の相続人に対し， 

財産の分与を請求することができる。 

  

１．ア ウ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．イ エ  ５．エ オ 

MN4330 A 

https://youtu.be/L0MnLDWkaAU


 
 
 

R03-30 内縁関係 
内縁関係にあるＡ男とＢ女に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正し 

いものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．ＡＢがＢの賃借したアパートで同居していた場合において，Ｂが死亡してＢに相続人がいな 

いときは，Ａは，そのアパートの賃借人の権利義務を承継する。 

イ．ＡＢの間に子Ｃが出生し，ＡがＣを認知した場合には，Ｃに対する親権は，ＡＢが共同して 

行う。 

ウ．ＡＢがＢの所有する建物で同居していた場合において，Ｂの死亡により内縁関係が解消した 

ときは，Ａは，Ｂの相続人に対して建物の所有権について財産分与を請求することができる。 

エ．ＡがＢに無断で婚姻届を作成して届出をした場合において，Ｂが後に届出の事実を知ってこ 

れを追認したときは，届出の当初に遡ってその婚姻が有効となる。 

オ．Ａが日常の家事に関して第三者と取引をした場合，Ｂは，その取引によって生じた債務につ 

いて責任を負わない。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ エ  ４．イ オ  ５．ウ オ 

MN4351 A 



https://youtu.be/GboHPdNBE40


 
 
 

H24-32 認知 
認知に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものを２個選びなさい。 

  

１．遺言による認知は，遺言執行者が認知の届出をした時から効力を生ずる。 

２．未成年である子が意思能力を有している場合であっても，その父は，子の承諾なく認知する 

ことができる。 

３．未成年である子を認知するには，その母の承諾を得る必要はない。 

４．嫡出でない子は，その父が認知と同時に届け出ることにより，父の氏を称することができる。 

５．嫡出でない子の母は，その子が成年に達した後も，認知の訴えを提起することができる。 

MN4380 B 



 
 
 

H24-32 認知 
認知に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものを２個選びなさい。 

  

１．遺言による認知は，遺言執行者が認知の届出をした時から効力を生ずる。 

２．未成年である子が意思能力を有している場合であっても，その父は，子の承諾なく認知する 

ことができる。 

３．未成年である子を認知するには，その母の承諾を得る必要はない。 

４．嫡出でない子は，その父が認知と同時に届け出ることにより，父の氏を称することができる。 

５．嫡出でない子の母は，その子が成年に達した後も，認知の訴えを提起することができる。 

MN4380 B 

https://youtu.be/bDDeqvWlGEA


 
 
 

H30-31K 嫡出でない子 
いずれも婚姻をしていないＡ男とＢ女との間に子Ｃが生まれた。この場合に関する次のアからオ 

までの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．Ａが成年被後見人であるとしても，ＡがＣを認知するにはＡの成年後見人の同意を要しない。 

イ．ＡがＣを認知した場合，Ｃの監護について必要な事項は，家庭裁判所がこれを定める。 

ウ．Ｃは，Ａが死亡した場合，認知の訴えを提起することができない。 

エ．ＡがＣを認知した後，ＡとＢが婚姻したとしても，Ｃは嫡出子の身分を取得することはない。 

オ．ＡがＣを認知しない間にＣが死亡した場合において，Ｃに未成年の子Ｄがあったときは，Ｄ 

の承諾を得なくとも，ＡはＣを認知することができる。 

  

１．ア ウ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．イ エ  ５．エ オ 

MN4390 A 



https://youtu.be/mS22UOFW-Gk


 
 
 

H30-30 親子関係 
親子関係をめぐる訴訟に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいも 

のを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．嫡出否認の訴えは，夫のほか，子の血縁上の父も提起することができる。 

イ．妻以外の第三者が生んだ子を嫡出子として出生を届け出たため戸籍上嫡出子となっている子 

について，夫が父子関係を争う場合，嫡出否認の訴えによることはできない。 

ウ．夫が長期間服役しており，妻が夫の子を懐胎することが不可能であったと認められる時期に 

妻が懐胎した子について，夫が父子関係を争う場合には，嫡出否認の訴えによらなければなら 

ない。 

エ．母子関係の存在を争う第三者は，母と子のどちらか一方が死亡した後は，親子関係不存在確 

認の訴えを提起することができない。 

オ．女性が，再婚禁止期間内に婚姻届が誤って受理されて再婚し，出産した場合において，生ま 

れた子に対し嫡出の推定が重複するときは，父を定めることを目的とする訴えによって裁判所 

がこれを定める。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ エ  ４．イ オ  ５．ウ オ 

MN4430 A 



 

嫡出子：婚姻中（772 条）に出生すれば嫡出子（大連判昭 15.1.23 判六
⑨）だが、推定される嫡出子と推定を受けない嫡出子に分かれる。 
① 推定される嫡出子 

嫡出否認の訴えでしか親子関係は解消できない（774 条原則夫からの
み、cf.子その他利害関係人は認知無効の訴えは可 786 条）また、推
定される嫡出子は認知することができない。（779 条反対解釈） 

② 推定を受けない（及ばない）嫡出子（事実として違う時も H30-30 イ） 
親子関係不存在の訴えで親子関係は解消しなければならず、認知の訴
えはすることができる。（最判昭 44.5.29 判六⑬787 条判六③） 
・内縁関係（最判昭 41.2.15 判六⑩、最判昭 29.1.21 判六⑫ただし、
夫の子としては推定。） 
・物理的に懐胎不能な場合（例外最決平 25.12.10 判六②） 

例：夫が出征していた場合（最判平 10.8.31 判六④） 
但し、科学的根拠では認められず。（最判平 26.7.17 判六④） 

③ 二重の推定が及ぶ場合→父を定めることを目的とする訴え（773 条） 
  親子関係存否確認の訴え（判六 772 条前判六①②） 
   確認の利益が存する限り、一方当事者がなくなっても、いつでも誰

でも可。（但し非嫡出父子関係は不可。最判平 2.7.19 判六⑦）   



 
 
 

H30-30 親子関係 
親子関係をめぐる訴訟に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいも 

のを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．嫡出否認の訴えは，夫のほか，子の血縁上の父も提起することができる。 

イ．妻以外の第三者が生んだ子を嫡出子として出生を届け出たため戸籍上嫡出子となっている子 

について，夫が父子関係を争う場合，嫡出否認の訴えによることはできない。 

ウ．夫が長期間服役しており，妻が夫の子を懐胎することが不可能であったと認められる時期に 

妻が懐胎した子について，夫が父子関係を争う場合には，嫡出否認の訴えによらなければなら 

ない。 

エ．母子関係の存在を争う第三者は，母と子のどちらか一方が死亡した後は，親子関係不存在確 

認の訴えを提起することができない。 

オ．女性が，再婚禁止期間内に婚姻届が誤って受理されて再婚し，出産した場合において，生ま 

れた子に対し嫡出の推定が重複するときは，父を定めることを目的とする訴えによって裁判所 

がこれを定める。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ エ  ４．イ オ  ５．ウ オ 

MN4430 A 

https://youtu.be/8I737oTXk6E


 
 
 

R03-13Y 親子関係 
親子関係に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わ 

せたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．妻が夫と婚姻中に懐胎し，子を出産した場合において，夫と子との間に生物学上の父子関係 

が認められないことが科学的証拠により明らかであるときは，子は，親子関係不存在確認の訴 

えにより，夫との法律上の父子関係を否定することができる。 

イ．妻が，性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律の規定に基づき男性への性別の取 

扱いの変更の審判を受けた夫と婚姻中に懐胎し，子を出産した場合には，子は夫の嫡出子と推 

定される。 

ウ．妻が，夫の死亡後に，凍結保存されていた夫の精子を用いて懐胎し，子を出産した場合にお 

いて，夫が生前にその精子を用いて懐胎することに同意していたときであっても，死後認知に 

よって夫と子との間に法律上の父子関係が認められることはない。 

エ．婚姻の届出から１か月後に妻が出産した子について夫がその子との間の法律上の父子関係を 

否定しようとする場合，婚姻前に数年にわたり内縁関係が先行するときは，嫡出否認の訴えに 

よらなければならない。 

オ．生物学上の父子関係がないことを知りながら認知をした者は，認知無効の訴えを提起するこ 

とができない。 

  

１．ア イ ２．ア オ ３．イ ウ ４．ウ エ ５．エ オ 

MN4431 B 



 

嫡出子：婚姻中（772 条）に出生すれば嫡出子（大連判昭 15.1.23 判六
⑨）だが、推定される嫡出子と推定を受けない嫡出子に分かれる。 
① 推定される嫡出子 

嫡出否認の訴えでしか親子関係は解消できない（774 条原則夫からの
み、cf.［非嫡出］子その他利害関係人は認知無効の訴えは可 786 条）
また推定される嫡出子は認知することができない。（779 条反対解釈） 

② 推定を受けない（及ばない）嫡出子（事実として違う時も H30-30 イ） 
親子関係不存在の訴えで親子関係は解消しなければならず、認知の訴
えはすることができる。（最判昭 44.5.29 判六⑬787 条判六③） 
・内縁関係が先行していても（最判昭 41.2.15 判六⑩） 
・物理的に懐胎不能な場合（例外：性別の取扱い変更 最決平 25.12.10
判六②） 

例：夫が出征していた場合（最判平 10.8.31 判六④） 
但し、科学的根拠では認められず。（最判平 26.7.17 判六⑦） 

③ 二重の推定が及ぶ場合→父を定めることを目的とする訴え（773 条） 
  親子関係存否確認の訴え（判六 772 条前判六①②） 
   確認の利益が存する限り、一方当事者がなくなっても、いつでも誰

でも可。（但し非嫡出父子関係は不可。最判平 2.7.19 判六⑦）   



 
 
 
 

R03-13Y 親子関係 
親子関係に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わ 

せたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．妻が夫と婚姻中に懐胎し，子を出産した場合において，夫と子との間に生物学上の父子関係 

が認められないことが科学的証拠により明らかであるときは，子は，親子関係不存在確認の訴 

えにより，夫との法律上の父子関係を否定することができる。 

イ．妻が，性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律の規定に基づき男性への性別の取 

扱いの変更の審判を受けた夫と婚姻中に懐胎し，子を出産した場合には，子は夫の嫡出子と推 

定される。 

ウ．妻が，夫の死亡後に，凍結保存されていた夫の精子を用いて懐胎し，子を出産した場合にお 

いて，夫が生前にその精子を用いて懐胎することに同意していたときであっても，死後認知に 

よって夫と子との間に法律上の父子関係が認められることはない。 

エ．婚姻の届出から１か月後に妻が出産した子について夫がその子との間の法律上の父子関係を 

否定しようとする場合，婚姻前に数年にわたり内縁関係が先行するときは，嫡出否認の訴えに 

よらなければならない。 

オ．生物学上の父子関係がないことを知りながら認知をした者は，認知無効の訴えを提起するこ 

とができない。 

  

１．ア イ ２．ア オ ３．イ ウ ４．ウ エ ５．エ オ 

MN4431 B 

https://youtu.be/zvw5gVM8KuA


 
 
 

H28-31 養子縁組 
普通養子縁組に関する次の１から４までの各記述のうち，正しいものはどれか。 

  

１．養子は養親と離縁しない限り，他の者の養子になることはできない。 

２．配偶者のある者が未成年者を養子とするには，配偶者の嫡出子を養子とする場合又は配偶者 

がその意思を表示することができない場合を除き，配偶者とともにしなければならない。 

３．後見人が被後見人を養子にする場合において，その被後見人が未成年者であり，後見人と親 

族関係にないときは，未成年者を養子とすることについて家庭裁判所の許可を得れば，被後見 

人を養子とすることについて家庭裁判所の許可を得る必要はない。 

４．未成年者は，父母の共同親権に服する間は，祖父母との間で養子縁組をすることができない。 

MN4480 A 



https://youtu.be/eBJfYNZdrII


 
 
 

R02-30K 普通養子縁組 
普通養子縁組に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは， 

後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．１７歳の者が縁組をして養子となるには，その法定代理人の同意を得なければならない。 

イ．後見人が被後見人を養子とするには，家庭裁判所の許可を得なければならない。 

ウ．配偶者のある者が配偶者の嫡出子を養子とする場合には，配偶者の同意を得ることを要し 

ない。 

エ．自己の孫を養子とする場合には，その孫が未成年者であっても，家庭裁判所の許可を得る 

ことを要しない。 

オ．縁組の当事者の一方が死亡した場合には，他方の当事者は，家庭裁判所の許可を得なけれ 

ば離縁をすることができない。 

  

１．ア ウ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．イ エ ５．エ オ 

MN4481 B 



https://youtu.be/e35jczq8nZY


 
 
 

R01-33K 養子縁組 
Ａ及びＢの実子であるＣを養子とし，Ｄ及びＥを養親とする特別養子縁組に関する次の１から５ 

までの各記述のうち，誤っているものはどれか。 

  

１．家庭裁判所が特別養子縁組を成立させるためには，Ｄ及びＥの請求が必要である。 

２．家庭裁判所は，Ｄ及びＥが婚姻していない場合であっても，Ｃとの特別養子縁組を成立させ 

ることができる。 

３．Ａ及びＢがＣを虐待していた場合には，ＣとＤ及びＥとの間で特別養子縁組を成立させるに 

当たり，Ａ及びＢの同意を得る必要はない。 

４．特別養子縁組が成立した場合，Ａ及びＢとＣとの親族関係は終了する。 

５．特別養子縁組が成立した場合，Ｄ及びＥは，特別養子縁組の離縁を請求することができない。 

MN4510 A 



https://youtu.be/UBlSA8EvXpo


 
 
 

H27-31 親権 
親権と未成年後見に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは， 

後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．後見人は，正当な事由があるときは，家庭裁判所の許可を得て，その任務を辞することがで 

きる。 

イ．親権を行う者が財産管理権を有しない場合に選任された未成年後見人であっても，財産管理 

権のほか，身上監護権も有する。 

ウ．離婚に際し，協議により父母の一方を親権者と定めた場合には，父母の協議により親権者を 

変更することができる。 

エ．親権停止の審判によって未成年者に対して親権を行う者がなくなるときは，後見が開始する。 

オ．特別養子を除く養子（いわゆる普通養子）は，実親及び養親の共同親権に服する。 

  

１．ア イ  ２．ア エ  ３．イ オ  ４．ウ エ  ５．ウ オ 

MN4550 A 



https://youtu.be/AxbpMBupIFs


 
 
 

R03-31 親権 
親権に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後記１ 

から５までのうちどれか。 

  

ア．Ａに対して親権を行うＢは，Ａに代わって，Ａの子であるＣに対して親権を行う。 

イ．親権を行う者は，子の利益のために子の監護及び教育をする権利を有し，義務を負う。 

ウ．子は，職業を営むに当たっては，親権を行う者の許可を得ることを要しない。 

エ．父又は母による親権の行使が困難又は不適当であることにより子の利益を害するときであっ 

ても，子の祖父母は，親権停止の審判の請求をすることができない。 

オ．親権を行う父又は母は，やむを得ない事由があるときは，家庭裁判所の許可を得て，親権又 

は管理権を辞することができる。 

  

１．ア ウ  ２．ア オ  ３．イ エ  ４．イ オ  ５．ウ エ 

MN4561 A 



https://youtu.be/HELT_jVvheg


 
 
 

R02-31 親権 
親権を行う者とその子との間及び子相互間の利益相反行為に関する次のアからオまでの各記述の 

うち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれ

か。 

  

ア．親権者が利益相反行為をした場合には，その行為は無権代理行為となる。 

イ．親権者が共同相続人である数人の子を代理して遺産分割の協議をすることは，利益相反行 

為に当たる。 

ウ．親権者とその数人の子が共同相続人である場合に，親権者が自ら相続の放棄をすると同時 

にその子全員を代理して相続の放棄をすることは，利益相反行為に当たらない。 

エ．親権者がその子の名義で金銭を借り受け，その子が所有する不動産に抵当権を設定する場 

合であっても，親権者がその金銭を自らの用途に供する意図を有していたときには，利益相 

反行為に当たる。 

オ．父母が共に親権者である場合に，父とその子との利益が相反する行為をするには，母が親 

権者として単独でその子のための代理行為をする必要がある。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ ウ  ４．イ オ  ５．エ オ 

MN4591 A 



https://youtu.be/yFYH0tb_lL8


 
 
 

H27-32 後見 
後見に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後記１ 

から５までのうちどれか。 

  

ア．任意後見契約が登記されている場合，家庭裁判所は，本人の利益のため特に必要があると認 

めるときに限り，後見開始の審判をすることができる。 

イ．成年後見人は，成年被後見人に代わって成年被後見人の居住の用に供する建物を売却するに 

は，家庭裁判所の許可を得なければならないが，成年被後見人に代わって成年被後見人の居住 

の用に供する建物の賃貸借契約を解除するには，家庭裁判所の許可を得る必要はない。 

ウ．後見開始の審判を受ける者に配偶者がある場合には，その配偶者に成年後見人の職務を行う 

ことができない事情があるときを除き，その配偶者が成年後見人に就任する。 

エ．成年後見及び未成年後見のいずれにおいても，家庭裁判所は２人以上の後見人を選任して， 

後見事務を分掌させることができる。 

オ．破産者は，後見人となることができない。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ ウ  ４．イ オ  ５．エ オ 

MN4640 A 



〇

https://youtu.be/GzygdHexiwk


 
 
 

R02-32K 後見 
後見に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後記１ 

から５までのうちどれか。 

  

ア．未成年後見人が数人ある場合，身上の監護に関する権限については，家庭裁判所は，職権 

で，各未成年後見人が単独で又は数人の未成年後見人が職務を分掌して，その権限を行使す 

べきことを定めることができる。 

イ．成年後見人が成年被後見人を代理してその居住している建物を売却する場合には，家庭裁 

判所の許可を得なければならない。 

ウ．未成年被後見人Ａが成年に達した後後見の計算の終了前にＡと未成年後見人との間で契約 

を締結した場合，Ａは，その契約を取り消すことができる。 

エ．成年後見人が成年被後見人を代理して預金の払戻しを受けるには，後見監督人があるとき 

は，その同意を得なければならない。 

オ．任意後見契約が登記されている場合に家庭裁判所が後見開始の審判をするには，本人の利 

益のため特に必要があると認めるときでなければならない。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ ウ  ４．イ オ  ５．エ オ 

MN4651 B 



=

https://youtu.be/JC4PSDow6Tw


 
 
 

R03-32 扶養 
妻Ａと夫Ｂの間に子Ｃが，Ｂには父Ｄ及び弟Ｅが，Ａには前夫との間の子Ｆがいる。この事例に 

関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合わせたもの 

は，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．Ｃは，Ｂから扶養を受ける権利をＦに譲渡することはできない。 

イ．ＡとＢが離婚した時にＣが未成年者であった場合において，Ｃの親権者をＡと定めたときは， 

ＢはＣに対する扶養義務を負わない。 

ウ．Ｄを扶養すべき者の順序については，子であるＢ及びＥが先順位であり，孫であるＣが後順 

位である。 

エ．家庭裁判所は，特別な事情があるときは，Ｅを扶養する義務をＡに負わせることができる。 

オ．Ａを扶養してきたＣが，過去の扶養料をＦに求償する場合において，各自の分担額の協議が 

調わないときは，家庭裁判所が各自の資力その他一切の事情を考慮してこれを定める。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ ウ  ４．イ オ  ５．エ オ 

MN4661 A 



https://youtu.be/OOjfgTG-XSU


 
 
 

R01-34 相続 
相続に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わせた 

ものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．相続人が数人ある場合において，被相続人が祖先の祭祀を主宰すべき者を指定していなかっ 

たとしても，被相続人が所有していた墳墓は，遺産分割の対象とならない。 

イ．遺産分割は，相続の承認又は放棄をすべき期間内には，することができない。 

ウ．複数の相続人が被相続人から賃借人の地位を承継したときは，被相続人が延滞していたその 

賃貸借に係る賃料債務は不可分債務となる。 

エ．被相続人が他人の過失による交通事故によって即死した場合でも，その事故による被相続人 

の精神的損害についての慰謝料請求権は，相続の対象となる。 

オ．遺産分割後に遺産である建物に合意と異なる部分があったことが判明した場合であっても，そ

の建物を遺産分割により取得した相続人は，他の相続人に対し，担保責任を追及することができな

い。（問改） 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ エ  ４．イ オ  ５．ウ オ 

MN4680 A 



https://youtu.be/dftpKoih5bU


 
 
 

H30-32K 相続人 
相続人に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１か 

ら５までのうちどれか。 

  

ア．Ａが死亡した場合，Ａの兄Ｂの子ＣがＡの代襲相続人となることはない。 

イ．Ａが死亡した場合，Ａの祖父ＢがＡの相続人となることはない。 

ウ．Ａの子Ｂが相続人の欠格事由に該当し，その相続権を失った場合において，その後，Ａの死 

亡前にＢがＣを養子とする養子縁組をしたときは，ＣはＡの代襲相続人となる。 

エ．Ａが妻Ｂの懐胎中に死亡した場合において，その後，出生した子ＣはＡの相続人とならない。 

オ．Ａが死亡した場合において，Ａの子Ｂが相続の放棄をしたときは，Ｂの子ＣはＡの代襲相続 

人となることはない。 

  

１．ア イ  ２．ア エ  ３．イ オ  ４．ウ エ  ５．ウ オ 

MN4700 A 



 
 
 

H30-32K 相続人 
相続人に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１か 

ら５までのうちどれか。 

  

ア．Ａが死亡した場合，Ａの兄Ｂの子ＣがＡの代襲相続人となることはない。 

イ．Ａが死亡した場合，Ａの祖父ＢがＡの相続人となることはない。 

ウ．Ａの子Ｂが相続人の欠格事由に該当し，その相続権を失った場合において，その後，Ａの死 

亡前にＢがＣを養子とする養子縁組をしたときは，ＣはＡの代襲相続人となる。 

エ．Ａが妻Ｂの懐胎中に死亡した場合において，その後，出生した子ＣはＡの相続人とならない。 

オ．Ａが死亡した場合において，Ａの子Ｂが相続の放棄をしたときは，Ｂの子ＣはＡの代襲相続 

人となることはない。 

  

１．ア イ  ２．ア エ  ３．イ オ  ４．ウ エ  ５．ウ オ 

MN4700 A 

https://youtu.be/_yp_oouVB6g


 
 
 
 

H29-34 相続分 
次の【事例】において，Ａを被相続人とする遺産分割におけるＢ，Ｃ及びＤの具体的相続分の額 

として，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

なお，遺産分割の対象となる財産並びに贈与及び遺贈の目的財産の価額は相続開始時の価額を示し 

ており，その後に価額の変動はないものとする。 

  

【事 例】 

⑴ 相続人 

Ａの相続人は，配偶者であるＢと，子であるＣ及びＤとする。 

⑵ 遺産分割の対象となる財産 

３０００万円の金銭 

⑶ 時系列 

① Ａは，平成２１年２月２１日，Ｂに対し，Ｂの生計の資本としてＡ所有の区分所有建物（価額 

２１００万円）を贈与した。（問改：婚姻期間を 19 年という前提で。） 

② Ａは，平成２４年４月２４日，Ｃに対し，Ｃの生計の資本として１０００万円を贈与した。 

③ Ａは，平成２５年５月２０日，Ｃの子であるＥに対し，Ｅの生計の資本として１０００万円を 

贈与した。 

④ Ａは，平成２５年１０月２０日，Ｄに対し，Ａ所有の土地（価額１０００万円）を遺贈する旨 

の遺言を作成した。 

⑤ Ａは，平成２６年２月２６日に死亡した。 

⑥ 家庭裁判所は，寄与分を定める処分の審判において，Ｃに３００万円の寄与分があるとの判断 

を示し，この審判は平成２７年３月２１日に確定した。 

 

１．Ｂ：１２５０万円 Ｃ：１０７５万円 Ｄ：６７５万円 

２．Ｂ：１３００万円 Ｃ：１０００万円 Ｄ：７００万円 

３．Ｂ：１４００万円 Ｃ： ９００万円 Ｄ：７００万円 

４．Ｂ：１７５０万円 Ｃ： ３２５万円 Ｄ：９２５万円 

５．Ｂ：１８００万円 Ｃ： ２５０万円 Ｄ：９５０万円 

MN4780 A 



https://youtu.be/UOyQ4RkJadA


 
 
 

R03-33 相続分 
相続分に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わせ 

たものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．共同相続人は，遺言によって相続分の指定がされた場合には，協議によって，指定された相 

続分と異なる相続分の割合による遺産分割をすることができない。 

イ．共同相続人の一人であるＡが相続放棄をした後，被相続人がＡの相続分を指定する内容の遺 

言をしていたことが判明した場合には，Ａは，その遺言に従って相続をする。 

ウ．共同相続人の一人は，自己の相続分を他の共同相続人以外の第三者に譲渡することができな 

い。 

エ．共同相続人の一人であるＡが自己の相続分の全部を他の共同相続人Ｂに譲渡した場合には， 

Ａは，遺産分割協議の当事者となることができない。 

オ．遺言によって相続分の指定がされた場合であっても，相続債権者は，指定された相続分に応 

じた債務の承継を承認しない限り，法定相続分に応じて権利を行使することができる。 

   

１．ア イ  ２．ア ウ  ３．イ オ  ４．ウ エ  ５．エ オ 

MN4781 A 



https://youtu.be/RDjJSHaUBtw


 
 
 

R02-35K 相続と贈与 
相続と贈与に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組 

み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．特別受益に当たる贈与の価額がその受贈者である相続人の具体的相続分の価額を超える場 

合，その相続人は，超過した価額に相当する財産を他の共同相続人に返還しなければならな 

い。 

イ．Ａが，婚姻後２１年が経過した時点で，Ａとその配偶者Ｂが居住するＡ所有のマンション 

甲をＢに贈与し，その後に死亡した場合，当該贈与については，その財産の価額を相続財産 

に算入することを要しない旨の意思表示（持戻し免除の意思表示）がされたものと推定され 

る。 

ウ．特別受益に当たる贈与は，地震により目的物が滅失した場合であっても，相続開始の時に 

おいてなお原状のままであるものとみなしてその価額を定める。 

エ．不動産の死因贈与の受贈者Ａが贈与者Ｂの相続人である場合において，限定承認がされた 

ときは，死因贈与に基づくＢからＡへの所有権移転登記が相続債権者Ｃによる差押登記より 

も先にされたとしても，Ａは，Ｃに対し，その不動産の所有権の取得を対抗することができ 

ない。 

オ．特別受益に当たる贈与は，当事者双方が遺留分権利者に損害を加えることを知ってしたも 

のでない場合，相続開始前の１０年間にしたものに限り，遺留分を算定するための財産の価 

額に算入される。 

  

１．ア イ  ２．ア ウ  ３．イ オ  ４．ウ エ  ５．エ オ 

MN4786 B 



https://youtu.be/38qgtRURpSA


 
 
 

H28-33K 共同相続 
共同相続に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わ 

せたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．共同相続人であるＡとＢの間で遺産分割協議が成立した場合において，Ａがその協議におい 

て負担した債務を履行しないときであっても，ＢはＡの債務不履行を理由に遺産分割協議を解 

除することはできない。 

イ．共同相続人は，既に成立している遺産分割協議の全部を共同相続人全員の合意により解除し 

た上で，改めて遺産分割協議を成立させることはできない。 

ウ．共同相続が生じた場合，相続人の一人であるＡは，遺産の分割までの間は，相続開始時に存 

した金銭を相続財産として保管している他の相続人Ｂに対して，自己の相続分に相当する金銭 

の支払を求めることはできない。 

エ．Ａ及びＢがＣに対して４００万円の連帯債務を負担していたところ，Ａが死亡し，その妻Ｄ 

及び子Ｅが相続した場合，Ｃは，Ｅに対して，Ａの負担していた４００万円の債務全額の支払 

を請求することができる。 

オ．Ａ，Ｂ及びＣが共同相続した甲土地の共有持分権をＣから譲り受けたＤが，Ａ及びＢとの共 

有関係の解消のためにとるべき裁判手続は，遺産分割審判である。 

  

１．ア ウ  ２．ア オ  ３．イ エ  ４．イ オ  ５．ウ エ 

MN4800 A 



https://youtu.be/DXLf8VQDpDM


 
 
 

R01-35K 遺産分割 
遺産分割に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わ 

せたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．共同相続人Ａ及びＢのうち，Ｂが遺産分割協議書を偽造して，相続財産である甲不動産につ 

いてＢへの所有権移転登記をした場合，Ｂは，Ａの相続回復請求権の消滅時効を援用すること 

ができない。 

イ．被相続人が，共同相続人Ａ及びＢのうち，Ａに甲不動産を相続させる旨の遺言を残して死亡 

し，その遺言が遺産分割の方法の指定と解される場合であっても，ＡＢ間の遺産分割協議を経 

なければ，Ａは甲不動産を取得することができない。 

ウ．被相続人は，禁止期間を限定したとしても，遺言で遺産の分割を禁ずることはできない。 

エ．Ａ及びＢが共同相続した甲不動産をＡが遺産分割協議により取得した場合において，相続開 

始から遺産分割までの間に甲不動産について生じた賃料債権は，その協議で特に定めなかった 

ときは，Ａに帰属する。 

オ．共同相続人である子Ａ及びＢが被相続人である父Ｃの唯一の相続財産である甲不動産につい 

て遺産分割をした後，認知の訴えにより，ＤがＣの子であるとされた場合において，Ｄが遺産 

分割を請求しようとするときは，Ｄは，価額のみによる支払の請求権を有する。 

  

１．ア ウ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．イ エ  ５．エ オ 

MN4840 A 



https://youtu.be/OaCXQLXhwIc


 
 
 

H30-33 相続の承認・放棄 
相続の承認又は放棄に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたもの 

は，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．相続の放棄をした者は，その放棄の時に相続財産を現に占有している時は，相続人又は相続財

産清算人に対して引き渡すまでの間，善良な管理者の注意をもって，その財産を保存しなければな

らない。（問改） 

イ．共同相続人に強迫されて相続の放棄をした者は，その旨を家庭裁判所に申述して放棄の取消 

しをすることができる。 

ウ．相続人Ａが相続の放棄をしたことにより相続人となったＢが相続の承認をした場合であって 

も，Ｂの承認後にＡが私に相続財産を消費した場合には，Ａは単純承認をしたものとみなされ 

る。 

エ．限定承認者は，相続債権者及び受遺者に対する公告の期間の満了前には，相続債権者及び受 

遺者に対して弁済を拒むことができる。 

オ．共同相続人のうち一人が相続の放棄をした場合，他の共同相続人は限定承認をすることがで 

きなくなる。 

  

１．ア イ  ２．ア オ  ３．イ エ  ４．ウ エ  ５．ウ オ 

MN4880 A 



 
 
 

H30-33 相続の承認・放棄 
相続の承認又は放棄に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたもの 

は，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．相続の放棄をした者は，その放棄の時に相続財産を現に占有している時は，相続人又は相続財

産清算人に対して引き渡すまでの間，善良な管理者の注意をもって，その財産を保存しなければな

らない。（問改） 

イ．共同相続人に強迫されて相続の放棄をした者は，その旨を家庭裁判所に申述して放棄の取消 

しをすることができる。 

ウ．相続人Ａが相続の放棄をしたことにより相続人となったＢが相続の承認をした場合であって 

も，Ｂの承認後にＡが私に相続財産を消費した場合には，Ａは単純承認をしたものとみなされ 

る。 

エ．限定承認者は，相続債権者及び受遺者に対する公告の期間の満了前には，相続債権者及び受 

遺者に対して弁済を拒むことができる。 

オ．共同相続人のうち一人が相続の放棄をした場合，他の共同相続人は限定承認をすることがで 

きなくなる。 

  

１．ア イ  ２．ア オ  ３．イ エ  ４．ウ エ  ５．ウ オ 

MN4880 A 

https://youtu.be/U523Jhcu8pQ


 
 
 

H30-34 相続人の不存在 
相続人の不存在に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組 

み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．相続人があることは明らかでないが，相続財産全部の包括受遺者があることは明らかである 

場合には，相続財産法人は成立しない。 

イ．相続財産法人が成立し，家庭裁判所によって相続財産の清算人が選任された後に，相続人の 

あることが明らかになった場合には，その時点で，相続財産清算人の代理権は消滅する。（問改） 

ウ．共有者の一人が相続人なくして死亡した場合において，相続債権者及び受遺者に対する清算 

手続が終了したときは，その共有持分は他の共有者に帰属し，特別縁故者への財産分与の対象 

にはならない。 

エ．相続人は，相続人の捜索の公告の期間内に相続人としての権利を主張しなかった場合には， 

特別縁故者に対する相続財産の分与後，残余財産があったとしても，相続権を主張することが 

できない。 

オ．家庭裁判所は，特別縁故者に対して相続財産の分与をする場合，清算後残存すべき相続財産 

の全部を与えることはできない。 

  

１．ア イ  ２．ア エ  ３．イ オ  ４．ウ エ  ５．ウ オ 

MN4900 B 



 
 
 

H30-34 相続人の不存在 
相続人の不存在に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組 

み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．相続人があることは明らかでないが，相続財産全部の包括受遺者があることは明らかである 

場合には，相続財産法人は成立しない。 

イ．相続財産法人が成立し，家庭裁判所によって相続財産の清算人が選任された後に，相続人の 

あることが明らかになった場合には，その時点で，相続財産清算人の代理権は消滅する。（問改） 

ウ．共有者の一人が相続人なくして死亡した場合において，相続債権者及び受遺者に対する清算 

手続が終了したときは，その共有持分は他の共有者に帰属し，特別縁故者への財産分与の対象 

にはならない。 

エ．相続人は，相続人の捜索の公告の期間内に相続人としての権利を主張しなかった場合には， 

特別縁故者に対する相続財産の分与後，残余財産があったとしても，相続権を主張することが 

できない。 

オ．家庭裁判所は，特別縁故者に対して相続財産の分与をする場合，清算後残存すべき相続財産 

の全部を与えることはできない。 

  

１．ア イ  ２．ア エ  ３．イ オ  ４．ウ エ  ５．ウ オ 

MN4900 B 

https://youtu.be/lo2zd-u3jr8


 
 
 

H28-34 遺言 
遺言に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後記 

１から５までのうちどれか。 

  

ア．被相続人が遺言で推定相続人を廃除する意思を表示したときは，それにより推定相続人の 

廃除の効力が生ずる。 

イ．判例によれば，相続人による遺言書の破棄又は隠匿は，相続に関して不当な利益を目的 

とするものでなかったときは，相続人の欠格事由に当たらない。 

ウ．被相続人は，遺言により，遺産分割の方法を定めることを第三者に委託することができる。 

エ．夫婦は，同一の証書で遺言をすることができる。 

オ．複数の遺贈が遺留分を侵害し，遺留分侵害額請求権が行使されている場合において，遺言者 

がその遺言に別段の意思を表示していなかったときは，各遺贈は，その目的の価額の割合 

に応じて遺留分侵害額を負担する。（問改） 

  

１．ア イ  ２．ア エ  ３．イ ウ  ４．ウ オ  ５．エ オ 

MN4950 A 



https://youtu.be/0NQrLpfckzc


 
 
 

H30-35K 遺言 
遺言の方式に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組 

み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．自筆証書遺言における押印を指印によってすることはできない。 

イ．秘密証書遺言をするには，遺言者が証書の本文及び氏名を自書し，押印をしなければならな 

い。 

ウ．公正証書遺言において，遺言者が署名することができない場合には，公証人がその事由を付 

記して，署名に代えることができる。 

エ．自筆証書遺言の加除その他の変更は，遺言者が，その場所を指示し，これを変更した旨を付 

記して特にこれに署名し，かつ，その変更の場所に押印をしなければ，その効力を生じない。 

オ．成年被後見人が事理弁識能力を一時回復した時において遺言をするには，医師二人以上の立 

会いがなければならない。 

  

１．ア イ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．ウ エ  ５．エ オ 

MN4960 A 



https://youtu.be/MAgTRzBhiiI


 
 
 

R02-34 遺言の執行 
遺言の執行に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは， 

後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．自筆証書遺言に係る遺言書を保管している相続人は，相続の開始を知った後，遅滞なく， 

遺言書を保管している旨を他の相続人に通知しなければならない。 

イ．遺言執行者がないとき，又はなくなったときは，家庭裁判所は，利害関係人の請求によっ 

て，これを選任することができる。 

ウ．遺言執行者がある場合には，遺贈の履行は，遺言執行者のみが行うことができ，遺言者の 

相続人がこれを行うことはできない。 

エ．遺産分割方法の指定として遺産に属する預金債権の全部を相続人の一人に承継させる旨の 

遺言があったときは，遺言執行者は，遺言者がその遺言に別段の意思を表示した場合を除き， 

その預金の払戻しを請求することができる。 

オ．遺言執行者は，遺言者がその遺言に別段の意思を表示した場合を除き，やむを得ない事由 

がなければ，第三者にその任務を行わせることができない。 

  

１．ア ウ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．イ エ  ５．エ オ 

MN4961 B 



＝

https://youtu.be/IL2_4iI5vHU


 
 
 

R02-33 遺贈 
遺贈に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合わ 

せたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．遺贈は，成年に達しなければ，することができない。 

イ．寄与分は，被相続人が相続開始の時において有した財産の価額から遺贈の価額を控除した 

残額を超えることができない。 

ウ．相続財産の一部の割合について包括遺贈を受けた者は，相続財産に属する債務を承継しな 

い。 

エ．Ａが所有する甲不動産をＢに生前贈与したが，所有権移転登記未了のうちにＣに遺贈する 

旨の遺言をし，Ａの死亡後にＡからＣへの遺贈を原因とする所有権移転登記がされた場合， 

ＣがＡの相続人であっても，Ｂは，Ｃに対し，甲不動産の所有権の取得を対抗することがで 

きない。 

オ．遺贈は，遺言者の死亡以前に受遺者が死亡したときは，その効力を生じない。 

  

１．ア ウ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．イ エ  ５．エ オ 

MN4971 A 



https://youtu.be/m8GnN3QTVbE


 
 
 

R03-34K 配偶者居住権 
相続人Ａの配偶者Ｂは，Ａの死亡時に，Ａの財産に属していた甲建物に居住していた。この場 

合における甲建物についてのＢの配偶者居住権に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤って 

いるものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．ＡＢの子であるＣが，Ａの死亡時に甲建物をＡと共有していた場合は，Ｂは，配偶者居住権 

を取得しない。 

イ．配偶者居住権を取得したＢは，その配偶者居住権を譲渡することができる。 

ウ．配偶者居住権を取得したＢは，甲建物の使用及び収益に必要な修繕をすることができる。 

エ．相続によりＡから甲建物の所有権を取得したＤは，配偶者居住権を取得したＢに対し，配偶 

者居住権の設定の登記を備えさせる義務を負う。 

オ．遺贈によりＢが配偶者居住権を取得した後，遺産分割によりＢ及び相続人Ｅが甲建物の共有 

持分をそれぞれ有するに至った場合は，その配偶者居住権は消滅する。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ ウ  ４．イ オ  ５．エ オ 

MN4975 B 



https://youtu.be/jRNtBWc01MQ


 
 
 

H29-35K 遺留分 
遺留分に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものはどれか。 

  

１．被相続人Ａの子Ｂが相続放棄をした場合，Ｂの子Ｃが遺留分権利者となる。 

２．自己を被保険者とする生命保険契約の契約者が，死亡の半年前に死亡保険金の受取人を相続 

人の一人に変更した場合，遺留分権利者は，変更された受取人に対して、遺留分侵害額請求権を行

使することができる。（問改） 

３．特別受益に当たる贈与（相続開始前 10 年間にしたもの）について，贈与者である被相続人が

その財産の価額を相続財産に算入することを要しない旨の意思表示（持戻し免除の意思表示）をし

た場合であっても，その贈与の価額は遺留分算定の基礎となる財産の価額に算入される。（問改） 

４．遺留分侵害額請求権は，遺留分権利者が，相続の開始を知った時から１年間行使しないとき

は，時効によって消滅する。（問改） 

５．相続の開始前に遺留分を放棄することはできない。 

MN5020 A 



https://youtu.be/Ftd8vZAb79Q


 
 
 

R03-35K 遺留分 
遺留分に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後記 

１から５までのうちどれか。 

  

ア．相続人が配偶者と妹一人のみであった場合には，妹は，遺留分を算定するための財産の価額 

に８分の１を乗じた額を遺留分として受ける。 

イ．遺留分を算定するための財産の価額は，被相続人が相続開始の時において有した財産の価額 

にその贈与した財産の価額を加えた額から債務の全額を控除した額である。 

ウ．相続開始前における遺留分の放棄は，家庭裁判所の許可を受けたときに限り，その効力を生 

ずる。 

エ．共同相続人の一人が遺留分を放棄した場合は，他の各共同相続人の遺留分が増加する。 

オ．遺留分権利者は，受遺者又は受贈者に対し，遺留分侵害額に相当する金銭の支払を請求する 

ことができる。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ エ  ４．イ オ  ５．ウ オ 

MN5021 A 



https://youtu.be/6qEpy4Re1wU

